
（単位：円）

　現金預金 1,082,011,182 747,139,714 334,871,468 
　未収入金 14,770,627 39,190,138 △ 24,419,511 
　前払金 24,721,951 17,809,859 6,912,092 
　立替金 59,000 182,500 △ 123,500 
　貯蔵品 1,371,604 1,339,260 32,344 
流動資産合計 1,122,934,364 805,661,471 317,272,893 

(1) 基本財産
　有価証券 20,000,000 30,000,000 △ 10,000,000 
　普通預金 10,000,000 0 10,000,000 
基本財産合計 30,000,000 30,000,000 0 

(2) 特定資産
　退職給付引当資産 959,876,700 928,486,700 31,390,000 
　工具・器具・備品 383,220,931 386,892,376 △ 3,671,445 
　リース資産 281,061,863 418,411,667 △ 137,349,804 
　建設仮勘定 14,960,000 0 14,960,000 
　ソフトウェア 77,172,818 24,000,243 53,172,575 
　ソフトウェア仮勘定 23,650,000 13,200,000 10,450,000 
特定資産合計 1,739,942,312 1,770,990,986 △ 31,048,674 

(3) その他固定資産
　敷金・保証金 14,816,000 15,229,000 △ 413,000 
　電話加入権 255,200 255,200 0 
　工具・器具・備品 10,137,500 13,263,338 △ 3,125,838 
　リース資産 210,340,003 247,279,080 △ 36,939,077 
　ソフトウェア 95,429 147,481 △ 52,052 
  その他投資有価証券 198,835 216,728 △ 17,893 
その他固定資産合計 235,842,967 276,390,827 △ 40,547,860 
固定資産合計 2,005,785,279 2,077,381,813 △ 71,596,534 

3,128,719,643 2,883,043,284 245,676,359 

　未払金 918,960,720 627,184,814 291,775,906 
　未払消費税等 25,613,600 0 25,613,600 
　未払法人税等 82,000 82,000 0 
　前受金 0 0 0 
　預り金 4,837,623 4,950,393 △ 112,770 
　リース債務 248,714,695 231,454,165 17,260,530 
流動負債合計 1,198,208,638 863,671,372 334,537,266 

　退職給付引当金 959,876,700 928,486,700 31,390,000 
　リース債務 253,145,637 441,103,683 △ 187,958,046 
固定負債合計 1,213,022,337 1,369,590,383 △ 156,568,046 

2,411,230,975 2,233,261,755 177,969,220 

　寄付金 10,000,000 10,000,000 0 
　国庫補助金 499,003,749 424,092,619 74,911,130 
指定正味財産合計 509,003,749 434,092,619 74,911,130 
（うち基本財産への充当額） (10,000,000) (10,000,000) 0 
（うち特定資産への充当額） (499,003,749) (424,092,619) 74,911,130 

208,484,919 215,688,910 △ 7,203,991 
（うち基本財産への充当額） (20,000,000) (20,000,000) 0 

717,488,668 649,781,529 67,707,139 

3,128,719,643 2,883,043,284 245,676,359 

令和 ４ 年度　　貸　借　対　照　表　
令和５年３月３１日現在

　　負債及び正味財産合計

Ⅱ．負 債 の 部
　１．流 動 負 債

　２．固 定 負 債

　２．一 般 正 味 財 産
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　１．指 定 正 味 財 産

　　　負 債 合 計

　　正味財産合計

　１．流 動 資 産

　２．固 定 資 産

　　　資 産 合 計

Ⅰ．資 産 の 部

当　年　度 前　年　度 増　　減科　　　　目



１．継続組織の前提に関する注記

２．重要な会計方針

    （１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　        満期保有目的の債券は償却原価法（定額法）によっている。

    （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　          棚卸資産……期末在高の売価と原価のいずれか低い方によっている。

    （３）固定資産の減価償却の方法

            ① 有形固定資産……定率法によっている。

            ② 無形固定資産……定額法によっている。

            ③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

　　             ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

    （４）引当金の計上基準

         　  退職給付引当金……役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職金要支給額を

　　　　　　　　計上している。

    （５）リース取引の処理方法

            ① ファイナンス・リース取引（リース契約１件あたりの契約金額が300万円超）

　               リース資産に計上している。

            ② ファイナンス・リース取引（リース契約１件あたりの契約金額が300万円以下）

    （６）消費税等の会計処理

　　 　     消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

  平成２４年度から「公益法人会計基準」（平成２０年４月１１日　令和２年５月１５日改正　内閣府公益認定

等委員会）を採用している。

令和４年度　財務諸表に対する注記

　 　            リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

               については、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理をしている。

     継続組織の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。



３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

     基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　有価証券 30,000,000 0 10,000,000 20,000,000

　定期預金 0 0 0 0

　普通預金 0 10,000,000 0 10,000,000

小　　　計 30,000,000 10,000,000 10,000,000 30,000,000

特定資産

　退職給付引当資産 928,486,700 94,031,000 62,641,000 959,876,700

　工具・器具・備品 386,892,376 144,853,302 148,524,747 383,220,931

　リース資産 418,411,667 41,076,579 178,426,383 281,061,863

　建設仮勘定 0 14,960,000 0 14,960,000

　ソフトウェア 24,000,243 65,483,000 12,310,425 77,172,818

　ソフトウェア仮勘定 13,200,000 23,650,000 13,200,000 23,650,000

小　　　計 1,770,990,986 384,053,881 415,102,555 1,739,942,312

合　　　計 1,800,990,986 394,053,881 425,102,555 1,769,942,312

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

     基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

科　　　目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)
(うち一般正味財産

からの充当額)
(うち負債に
対応する額)

基本財産

　有価証券 20,000,000 － (20,000,000) －

　普通預金 10,000,000 (10,000,000) － －

小　　　計 30,000,000 (10,000,000) (20,000,000) －

特定資産

　退職給付引当資産 959,876,700 － － (959,876,700)

　工具・器具・備品 383,220,931 (383,220,931) － －

　リース資産 281,061,863 － － (281,061,863)

　建設仮勘定 14,960,000 (14,960,000) － －

　ソフトウェア 77,172,818 (77,172,818) － －

  ソフトウェア仮勘定 23,650,000 (23,650,000) － －

小　　　計 1,739,942,312 (499,003,749) － (1,240,938,563)

合　　　計 1,769,942,312 (509,003,749) (20,000,000) (1,240,938,563)

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

     固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

有形固定資産

　工具・器具・備品 2,614,969,313 2,221,610,882 393,358,431

　建設仮勘定 14,960,000 0 14,960,000

小　　　　計 2,629,929,313 2,221,610,882 408,318,431

リース資産

　リース資産 1,210,865,324 719,463,458 491,401,866

小　　　　計 1,210,865,324 719,463,458 491,401,866

無形固定資産

　ソフトウェア 118,003,400 40,735,153 77,268,247

　ソフトウェア仮勘定 23,650,000 0 23,650,000

小　　　　計 141,653,400 40,735,153 100,918,247

合　　　　計 3,982,448,037 2,981,809,493 1,000,638,544



６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

国　債 498,757,504 496,159,730 -2,597,774

地方債 70,139,687 69,683,980 -455,707

社　債 200,269,703 200,260,000 -9,703

合　計 769,166,894 766,103,710 -3,063,184

７．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

     補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

交付金
保障措置業務交付金

原子力規制庁 424,092,619 3,062,190,288 2,987,279,158 499,003,749 指定正味財産

424,092,619 3,062,190,288 2,987,279,158 499,003,749

８．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

     指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内　　　　訳 金　　額

経常収益への振替額

  基本財産運用益 60,000

  受取補助金等 2,987,279,158

合　　　　計 2,987,339,158

９．その他

    （１）リース取引関係

            ① 所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　         　リース資産の内容

　           　  特定資産

　　         　  　公益目的事業におけるコンピューター、サーバーである。

　               その他固定資産

　　　          　 公益目的事業におけるコンピューター、サーバー及び印刷装置である。

合　　　　計



    （２）退職給付関係

            ① 採用している退職給付制度の概要

　　　      　 　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

            ② 退職給付債務及びその内訳

△959,876,700円

0円

△959,876,700円

            ③ 退職給付費用に関する事項

94,031,000円

0円

94,031,000円

            ④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

    （３）正味財産増減計算書内訳表の作成省略について

    （４）資産除去債務関係

               以　上

  A  退職給付債務

  B  会計基準変更時差異の未処理額

  C  退職給付引当金（A+B）

  A  勤務費用

  B  会計基準変更時差異の費用処理額

  C  退職給付費用（A+B）

　　　　　       退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎

               として計算している。

　　　 　   平成27年度より法人会計区分に表示していた収益及び費用については、公益法人の会計に関する

          諸課題の検討状況について（平成27年3月26日公益認定等委員会公益法人の会計に関する研究会）

          が公表され、法人会計区分の義務付けが緩和された事に伴い、正味財産増減計算書内訳表の作成を

          省略している。

　　        当法人は、事務所等の不動産賃貸借契約に基づき、退去時の原状回復に係る債務等を有して

          いるが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現時点において将来退去する

          予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができないため計上していない。


	☆R4財務諸表+収支+旧正味r.pdf
	☆R4財務諸表+収支+旧正味.pdf
	R4収支計算書（テーマごと）.pdf
	☆R4財務諸表+収支+旧正味.pdf
	R4財務諸表一式（2023.5.22送付）.pdf
	表紙.pdf
	①R4貸借対照表.pdf
	②R4正味財産増減計算書.pdf
	③R4財務諸表に対する注記（インテント修正）.pdf
	④R4財産目録（拠点別） .pdf
	⑤R4附属明細書.pdf

	R4収支計算書.pdf
	R4別表及び正味財産増減計算書.pdf
	監査報告書.pdf
	監査報告書.pdf
	20230530081222900.pdf



	【日本電機工業会】監査報告書.pdf

	【日本電機工業会】監査報告書 (002).pdf



